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平成１２年２月７日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　 郵便番号　１０８－８５２５
住　所　　東京都港区芝浦四丁目９番２５号
　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　 代表取締役社長　岩崎克己
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１１年１２月１７日付け郵電議第１００号で公告された接続約款案に関し、別紙の通り再意見を提出します。
（別紙）
平成１２年２月７日
日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に係る
接続約款の変更案に対する再意見について
東京通信ネットワーク株式会社
　先に公表されました日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に係る接続約款変更案に対して提出された各意見を踏まえ、当社の再意見を以下に述べさせていただきます。

1． 工事費及び手続費について

料金表第２表第１の２－４（２－３に適用する作業単金）について、ＤＤＩ殿より提出された『未だ世間相場的にも高い料金といわざるを得ないと理解しております。』『今後は、更なるコスト削減により、作業単金の低廉化を図っていただきたいと考えます。』との意見に賛同します。（同意見タイタス殿）

当社としましても、作業単金の水準について、更なるコスト削減により低廉化していただきたいと考えます。

2． 預かり保守等契約に基づく負担額について

（1） ＮＴＴコミュニケーションズの帰属となった通信用建物にコローケションしている場合の条件等について

預かり保守等契約に基づく負担額について、ＤＤＩ殿より提出された『ＮＴＴ再編成によって、ＮＴＴコミュニケーションズの帰属となった通信用建物におけるコロケーション料、その他条件については、今回の接続約款の内容を準用すること』との意見に賛同します。

ＮＴＴ再編成により、結果的にＮＴＴコミュニケーションズの帰属となった通信用建物のコロケーション料、およびその他条件につきましては、ＮＴＴ東西地域会社の条件と同等であるべきであると考えます。

（2） コローケションする設備の設置工事、保守運用について

ＮＴＴ東西地域会社の通信用建物内に設備を設置する場合の設置工事・保守運用について、イーアクセス殿より提出された『設置する事業者自らが設置・保守・運用が可能となるフィジカルコロケーションが早期に実現されることを要望致します。』との意見に賛同します。

接続事業者側には「設置する事業者自らが設置・保守・運用すること」を要望する事業者も多いこと、および「高速デジタルアクセス技術に関する研究会」中間報告においても、接続事業者による設置工事・保守運用について『接続ルールの整備の中で検討することが望まれる』と述べられたことから、当社としましても、自社で設置工事・保守運用が可能となることを要望します。

3． 長期増分費用方式への期待

長期増分費用方式による接続料の算定については現在別途検討が進められていますが、あらためて意見を述べます。

新聞報道によると、１月の日米交渉において、日本側は、ケースＡをベースに四年間かけて２２．５％（ＧＣ接続料）の段階的引き下げを行う新提案をしたとのことですが、この値下げ水準では、現行方式による対前年度値下げ比率とほとんど変わらず、ＮＴＴの非効率性を排除し接続料を市場価格ベースにすることにより競争を促進するという当初の目的が達成できないものと認識しています。

インターネット通信料金の低廉化が喫緊の課題であることは周知の通りですが、その実現は、専ら競争市場の原理により達成されるべきものであり、ＮＴＴの経営を守り接続料原資を担保することにより達成されるべきものではないと考えます。

また、ケースＢの採用について経済的な合理性はあるものの基本料金への転嫁問題など社会的な合意を得ていないという主旨の内容が新聞報道されています。この点については、昨年９月の「長期増分費用モデル研究会」報告書において、『トラヒック見合いの接続料原価は、ＴＳコストから成るべきであるという考え方は、経済理論上も、米欧における実務上も支持されていると考えられる。』と述べられており、ケースＢを長期増分費用方式のベースとすることに関して行政・事業者ともに共通認識は存在すると考えています。（当社はかねてよりケースＢの採用を主張しています。）

したがって、行政においてケースＢの適用を躊躇させている要素は専ら「基本料問題」にあるのではと推測しますが、昨年１０月以降４ヶ月を経過してなお、当該問題についてＮＴＴは具体的なデータを公開していません。ＮＴＴに対し、早急に基本料問題に関するデータの開示を求め、同時にパブリックコメントを募り、幅広い視点から議論を深めるべきと考えます。

4． ＩＳＤＮの接続料について

先の意見書において、ＮＴＴ東西地域会社が設定する「ｉ・アイプラン」に対抗する料金プランが接続事業者側では設定困難であることを述べさせていただきましたが、ＱＴＮｅｔ殿からも同様の意見が出され、またＣ＆ＷＩＤＣ殿からも、『（ＩＳＤＮ接続料は）依然として一般電話との料金差が大きく』『一般加入者に提供されるサービスにおいては、一般電話もＩＳＤＮもその料金に差はありません』と指摘されています。

ＩＳＤＮの接続料については、公正競争およびインターネット通信料の低廉化の観点からも、一般加入電話同等に値下げするか、もしくはインターネット接続時における特別措置を設ける等の措置を要望します。

以　上

